
◆令和元年東日本台風では、下仁田町において県内観測史上最大となる24時間雨量609mmを記

録するなど、西毛・吾妻地域を中心に水害や土砂災害が発生し、多くの県民の命と財産が奪わ

れました。

災害時における道路ネットワークの機能維持

第２章 将来像の実現に向けた課題と課題解決に向けた方向性第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－１４－

将来像の実現に向けた課題と課題解決に向けた方向性第２章

将来像の実現に向けた課題2-1

気候変動の影響等により頻発化・激甚化する気象災害と増大する災害リスク課 題 ①

◆全国の時間雨量50mm以上の年間発生回数は、1976年（昭和51年）から1985年（昭和60

年）の10か年平均に対し、2010年（平成22年）から2019年（令和元年）の10か年平均で

は約1.4倍に増加しています。

◆また、今後の気候変動により、世界の平均気温が産業革命以前と比較して2℃上昇すると仮定

した場合、洪水発生頻度は2倍に増加すると予測されています。

気候変動による異常気象

全国｢アメダス｣1時間降水量50mm以上の年間発生回数

出典：気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言（2019年10月）

既に発生していること 今後、予想されること

出典：気象庁ホームページ（アメダス）

年間発生回数
５年移動平均値
長期変化傾向

内水氾濫(太田市)

被害状況（水害）

鏑川・出水状況(富岡市)

• 県管理河川のうち、18河川30箇所で堤防からの越水・溢水※が発生したほか、内水氾濫により県内
の広範囲で浸水被害が発生しました。

吾妻川・氾濫による被災状況(嬬恋村)

被害状況（道路寸断）

法面崩落(嬬恋村)

国道144号・ＪＲ吾妻線寸断

法面崩落(安中市)

県道松井田軽井沢線

落橋及び道路崩壊(嬬恋村)

国道144号

道路崩壊(南牧村)

県道下仁田臼田線

• 県管理道路において雨量規制や土砂流出により87路線164区間が通行止めとなりました。
• 国道144号（第１次緊急輸送道路※）をはじめとする緊急輸送道路が34路線59箇所で寸断し、被災箇

所への応急的な支援や復旧活動の大きな支障となりました。
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出典：ぐんま・県土整備プラン2020

出典：ぐんま・県土整備プラン2020



大規模震災による震災予想

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－１５－

◆地震災害発生が少なく、企業による施設立地にあたっての評価は関東地方で上位にランクし

ている一方、埼玉県境部では、大規模地震により震度６以上の地震発生も予想されています。

◆ 2014年（平成26年）2月14日に発生した記録的な大雪において、関東地方各地で観測史上

最高の降雪量を記録（前橋市73㎝）し、県民生活に多大な影響を与えました。

出典：群馬県地震防災戦略 出典：群馬県道路啓開マニュアル

関東平野北西縁断層帯主部による地震（M８.１）
の場合の地表震度分布図（予想）

大雪災害（2014年）

前橋市

伊勢崎市

太田市

南牧村孤立対策の
除雪状況

交通障害の状況
（国道17号）

依然として気象災害の危機にさらされている多くの人命・財産課 題 ②

・利根川 ⇒ 人家10,800戸、宮郷工業団地、東部工業団地など

の浸水

・石田川流域 ⇒ 人家5,600戸、太田西部工業団地などの浸水

・休泊川 ⇒ 人家4,700戸、太田大泉工業団地などの浸水

甚大な被害が想定される主な河川
◆これまでも、水害対策や土砂災害対策

などの施設整備を推進してきましたが、

多大な時間と費用を要するため、十分

な進捗が図られていない状況です。こ

のため、依然として気象災害のリスク

がある中で多くの県民が生活し経済活

動が営まれています。

◆車両による避難行動において、道路冠

水や土砂災害等により避難に活用でき

る道路が制限され、交通集中による道

路渋滞などが想定されます。このため、

避難ルートにおける速達性・円滑性・

安全性面での課題を明らかにし、災害

時にも円滑に避難できる道路ネット

ワークの構築が必要です。

利根川（伊勢崎市・玉村町）

出典：ぐんま・県土整備プラン2020

県内の工場立地件数

◆今後は、気候変動の影響等により、令和元年東日本台風（台風19号）と同規模の豪雨が毎年

のように発生することが想定され、本県における甚大な被害が懸念されます。

第２章 将来像の実現に向けた課題と課題解決に向けた方向性



災害に強い国土幹線道路ネットワークにおける主な課題（点検結果）

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－１６－

◆気候変動の影響等により気象災害が頻発化・激甚化し、大規模地震の発生も切迫する中、山間部

を中心に事前通行規制区間や大雪時の予防的通行規制区間※が多く存在します。また、浅間山付近

では火山災警戒区域が存在するなど、広域な範囲で災害時の脆弱区間が広がっています。これら

の脆弱区間や上信自動車道などのミッシングリンク、暫定2車線区間については、ネットワークの

多重性・代替性を高める必要があります。

◆大規模災害時には、緊急輸送道路※などの重要な交通網が寸断することで、迅速な救命救助活動や

被災地への支援物資輸送などが滞るなど、県民の安心な暮らしや企業などの経済活動に大きな影

響を及ぼすことが想定されます。

重要交通網の寸断による社会的・経済的損失リスクの増大課 題 ③

出典：国土交通省（防災・減災、国土強靱化に向けた道路ネットワークの点検結果について）

課題解決に向けた方向性 災害時に機能する道路交通ネットワーク構築

大規模な災害に対して、円滑な避難や迅速な救命救助、復旧復興を可能にするため、

道の駅を含む防災拠点の整備・強化と災害時にも機能する強靭な道路ネットワークの整

備を推進します。

第２章 将来像の実現に向けた課題と課題解決に向けた方向性



物流の効率化と周遊観光の促進や都市間連携の強化

ジャストインタイムや迅速な輸送への対応など、変化する物流ニーズへの対応課 題 ④

◆製造業の物流を担う物流業者は、ジャストインタイム等への対応を重視しており、こうした迅速

な輸送に対応するため、取引先工場の周辺への物流施設の立地へのニーズが高まっています。

◆また、県内には主要渋滞箇所が３７６箇所（２０２２年度末（令和３年度末））存在するなど、

都市部の渋滞が効率的な物流の支障となっています。

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－１７－

47%

30%

16%

16%

23%

28%

13%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

機械工業品

全品目

時間単位の指定あり 午前･午後の指定あり 日単位の指定あり 指定なし

（流動量[トン]の構成比）
（流動量の構成比：ｔ）

出典：第５回東京都市圏物資流動調査（企業アンケート調査2013）

18%

19%

22%

16%

17%

18%

46%

45%

42%

46%

47%

46%

22%

24%

21%

24%

23%

23%

14%

12%

14%

14%

13%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

軽雑系製造業

化学系製造業

鉄鋼系製造業

金属製品系製造業

機械系製造業

全製造業

非常に重要である 重要である あまり重要ではない 重要ではない

出典：全国貨物純流動調査（物流センサス2010）

出典：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査2013）

「ジャストインタイム等への対応」を重視する
製造業の企業の割合

機械工業品の物資流動量に占める
時刻指定のある輸送の割合

関連企業が近傍に立地していることを理由に
現在の立地場所を選定した物流施設の割合

製造業の物流を担う物流施設の立地場所の選定理由

26%

18%

15%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

製造業の特定企業が

顧客である物流施設

製造業以外の特定企業が

顧客である物流施設

不特定多数の荷主用

の物流施設

（物流施設数の構成比）（物流施設数の構成比） 50%

11%

10%

16%

10%

26%

1%

26%

17%

27%

1%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①道路の利便性が高い

②公共交通機関の利便性が高い

③空港･港湾施設に近い

④地代･賃料が安い

⑤従業員を確保しやすい

⑥土地や施設の購入･借用･整備等が容易だった

⑦立地に関して地元自治体の支援措置があった

⑧関連企業が近傍に立地している

⑨産業団地地区に立地しており

周辺環境が物流に適している

⑩取引先に近い

⑪集客しやすい

⑫消費地に近い

（物流施設数の構成比）

※運輸業の物流施設を対象に集計※運輸業の物流施設を対象に集計

出典：第５回東京都市圏物資流動調査（事業所機能調査2013）

◆近年宅配等のEコマース※の

取扱い量が急増しており、将

来的には物流の輸送形態はよ

り小口化・多頻度化していく

と想定されます。

◆さらに新型コロナウイルス感

染拡大を踏まえたサプライ

チェーン※の国内回帰や多元

化も想定される中、県内にお

ける物流の効率化に向けた対

応が求められています。

出典：ぐんま・県土整備プラン2020

法人・団体

一般家庭

消費

輸送

小口化
・

多頻度化

在庫

製造

輸送

物流施設

工場等

輸送形態の小口化・多頻度化
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－１８－

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

日本海側港湾への輸送なども視野に入れた戦略的な物流ネットワークの構築課 題 ⑤

出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査（2013年）

◆サプライチェーン※のグローバル化が進み、国際海上コンテナ輸送の取扱いが増加している中、

県内で取り扱われるコンテナの多くは、県央・東毛地域の発着拠点から太平洋側港湾への輸送

となっています。しかし、近年のアジア・ユーラシアダイナミズム※への対応や首都直下地震※ 、

南海トラフ地震※などの太平洋側での大規模災害に備えるためには、日本海側港湾への輸送も視

野に入れた物流ネットワークの構築が必要です。

出典：特車申請データ（2017年）

群馬県を発着する物流の利用港湾 群馬県(東毛地域)を発着する40ft背高コンテナの流動

県内の物流ネットワーク上の課題

E4

E50

354

5017

E18

18

堀米交差点

手引沢橋

芳賀東部団地交差点

長野県

埼玉県

栃木県

新潟県N

出典：国土交通省

■国道17号上武道路の渋滞状況

至 東京方面

芳賀東部団地交差点（２０１８.5.10)

至 渋川

堀米交差点（2018.5.10)

■国道18号の大型車横転事故

トレーラー横転（死亡事故）2013.5.1）

手引沢橋付近（35.9ｋｐ付近）

手引沢橋付近（35.9ｋｐ付近）

積載物落下（鋼材）2014.5.29）
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群馬県への国内観光客・
外国人観光客の構成比

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－１９－

インバウンド観光客の誘致に向けた、県を跨ぐ広域的な周遊観光の促進課 題 ⑦

◆県内の国内観光客数は約6,600万人（2019年（令和元年））を超え、この5年間で約650万人増

加しており、外国人観光客（インバウンド観光客※）も約29万人となり台湾からの来県客を中心

に増加傾向にあります。

◆一方で、本県への観光客の主な交通手段は自家用車が大半を占めているとともに、高速道路ICから

到達時間が長い県境部の地域では、観光入込客数が少ない傾向となっています。また、本県は数多

くの観光地を有していますが、本県を訪れる観光客の4人のうち3人は、立ち寄る観光施設が1箇

所のみとなっており、観光における周遊は限定的となっています。

台湾

43%

中国

14%

香港

10%

タイ

7%

アメリカ

4%

その他

23%

台湾から
43％

埼玉県

19%
東京都

13%

神奈川県

5%

千葉県

3%

群馬県

37%

栃木県

8%

その他

15%

東京圏から
40％

出典：観光入込客統計調査（2019年）

■ 国内観光客数（約6,603万人）

■ インバウンド観光客数（約29万人）

市町村別観光入込客数（2019年）

出典：観光入込客統計調査（2019年）

尾瀬

老神温泉

前橋るなぱあく
藪塚温泉

ららん藤岡

華蔵寺公園遊園地

磯部温泉

草津温泉

万座温泉

四万温泉

伊香保温泉

猿ヶ京温泉

水上温泉

道の駅川場田園プラザ

隣接県との観光ネットワーク
構築により観光を活性化

E17

E18

E50

E4

群馬県9大温泉かつ
入込客数100万人以上

群馬県9大温泉

入込客数100万人以上

高速道路

直轄国道

補助国道・県道

R１観光客入込客総数（人）

～10万

10万～50万

50万～100万

100万～200万

200万～300万

300万～400万

400万～500万

500万

渡河部や急峻な山岳地帯に位置する県境部の広域道路ネットワークの強化課 題 ⑥

◆広域的な地域間の交流の促進や、大型化への対応や定時性・速達性が求められる広域的な物流に対

応するため、周辺都県の道路整備の状況や計画を踏まえ、埼玉県、栃木県、長野県、新潟県へのア

クセスの強化を図る必要があります。

出典：第５回東京都市圏物資流動調査（2013年）

第 ５ 回 東 京 都 市 圏 物 資 流 動 調 査

（2013年（平成25年））では、東京

都市圏における大型貨物車等の走行上

の課題として「栃木県南部～埼玉県北

部」は、重さ未指定道路を走行する車

両が多く、また、高速道路の走行割合

が低いなど、大型貨物車等に対応した

物流ネットワークが十分に形成されて

いないとの課題が報告されています。

また、大型貨物車等に対応した物流

ネットワークが十分に形成されていな

い地域を中心に、混雑に巻き込まれる

など大型貨物車等の走行上の課題が生

じています。
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－２０－

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

50

E50

E4

17

17

18

四万温泉万座温泉
草津温泉

浅間高原

上田城

軽井沢

碓氷峠

榛名湖

伊香保温泉

水上温泉

道の駅 川場田園プラザ

赤城山

足利学校

足利フラワーパーク

道の駅ららん藤岡

富岡製糸場
磯部温泉

上野村神流町国道沿道

日光

尾瀬

非可住地及び県民が居住していない地域

IC15分圏域人口（令和元年度末）

高速道路

高速交通網を補完する広域道路ネットワーク

ICからの到達時間が60分以上の地域

主な観光施設

県境を跨ぐ観光周遊ルート

（2015年道路交通センサスを基に作成）

高速ICからの到達圏域

出典：「混雑統計」ZENRIN

1箇所
78%

2箇所
16%

3箇所
2%

秘匿
4%

本県への観光客の４人に３人は
立ち寄る観光地は１箇所のみ

県内の主要観光地の立ち寄り数

群馬県

全国平均

関東ブロック
平均

出典：じゃらん宿泊旅行調査2015

関東ブロック：群馬県、栃木県、茨城県、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

観光客の交通手段

人口減少により維持が困難となる生活に必要な都市機能を相互利用・
補完するための市町村間連携の強化課 題 ⑧

◆本県は、人口集中地区（DID※）の人口密度4,055人/km2が全国44位（2018年（平成30年））

と低く、また、通勤通学や買物、通院などの活動の郊外化が進むなど、人口密度が低く広範囲に拡

散した都市構造となっています。

◆人口減少が進展する中で、市街地の拡散と人口密度の低下がさらに進行すると、各地域において、

商業施設や病院などのサービス産業が成立するための一定の商圏規模、マーケットが確保できなく

なり、生活に必要なさまざまな都市機能の維持が困難になるとともに、高齢化が進行する中、住民

同士のつながりが希薄化し、地域のコミュニティが衰退していくことが懸念されます。

出典：ぐんま・県土整備プラン2020

人口分布の推移

【凡例】

1以上1,000人/㎢未満

1,000以上4,000人/㎢未満

4,000人/ ㎢以上

渋川市

前橋市

高崎市

藤岡市
伊勢崎市

富岡市
桐生市

太田市

1970年

渋川市

前橋市

高崎市

藤岡市
伊勢崎市

富岡市

桐生市

太田市

2047年【凡例】

1以上1,000人/㎢未満

1,000以上4,000人/㎢未満

4,000人/ ㎢以上
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A市 B町

C町

B町

C町

A市

「まちのまとまり」間での都市機能の連携・補完イメージ

【現状】各都市に同じような機能が立地 【今後】都市によっては維持できない機能が発生

人口減少
の進展

B町

C町

A市

都市単独では担いきれない都市機能を補完

都市間を連携し、都市機能を補完

【凡例】

大規模商業施設 総合福祉センター

子育て支援センター総合病院

解決するために・・・

第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－２１－

出典：ぐんま・県土整備プラン2020

◆今後の人口減少の進展により、都市の中心部における人口密度低下がさらに進み、市町村単独では全

ての都市機能を担いきれなくなることが想定されることから、隣接する市町村が連携して相互に補完

しあう環境・仕組みを構築していく必要があります。

◆県内南部の比較的平坦なエリアでは、県境を超える広域的なサイクリングロードが整備され、県や市

町村単位でサイクリングロードマップが公開されていますが、県内各地のサイクルツーリズム・サイ

クルイベントの来訪者アンケートによると、自転車道の整備やサイクリングマップの充実が望まれて

おり、取組みの更なる促進が求められています。

◆また、公共交通を利用した来訪者支援の取組として、鉄道駅におけるシェアサイクル・レンタサイク

ル利用も進められていますが、その認知度は低く、サイクリスト向けの一元化した情報提供が課題と

なっています。

自転車の活用による観光振興と地域の創生課 題 ⑨

出典：群馬県自転車活用推進計画 出典：群馬県自転車活用推進計画

サイクリングコースで充実させてほしいサービス（来訪者アンケート）
群馬県内のシェアサイクルの
認知度（来訪者アンケート）

（回答300人）

（１）自転車利用の促進
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第２部 広域道路交通の基本構想（ビジョン）

－２２－

課題解決に向けた方向性
物流の効率化と観光振興や都市間連携を支える
道路交通ネットワーク構築

高速道路IC及びスマートIC※へのアクセス強化、都市部の渋滞や県境部の線形不良箇

所などの脆弱な道路交通ネットワークの強化を図り、物流と観光が地域経済を牽引でき

る基盤を整備します。

安心して豊かな暮らしを持続できるよう、市町村と連携してまちのまとまりを維持

するとともに、まちのまとまりをつなぐ都市間連携の強化を推進します。

出典：自転車の安全利用促進委員会「2020年 都道府県別・自転車通学時の事故件数ランキング」

中学生1万人当たりの事故件数ランキング（件） 高校生1万人当たりの事故件数ランキング（件）

◆中高生1万人当たりの自転車事故件数（2020年（令和２年））

⇒ 中学生：全国ワースト２位、高校生：全国ワースト１位

全国と本県の中学生・高校生通学時１万人当たりの自転車事故件数を比較すると、本県の中学生

及び高校生の自転車事故件数は、中学生が全国ワースト2位、高校生が全国ワースト１位となって

おり、ともに多い状況です。

（２）安全性の向上

順位 都道府県

1,373 4.19

1 香 川 56 21.66

2 群 馬 112 21.39

3 徳 島 29 16.08

4 高 知 24 13.93

5 岡 山 61 11.82

全  国

中学生1万人
あたりの
事故件数

中学生
事故件数

順位 都道府県

6,230 19.50

1 群 馬 461 88.11

2 静 岡 565 58.06

3 宮 崎 100 33.01

4 香 川 82 30.83

5 徳 島 57 30.56

全  国

高校生1万人
あたりの
事故件数

高校生
事故件数
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